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千葉県立房総のむら 指定管理者管理業務仕様書 

 

はじめに 

本書は、千葉県教育委員会（以下「教育委員会」という。）が、千葉県立房総のむら（以下「房総の

むら」という。）の管理運営を行う指定管理者を募集するにあたり、応募者を対象に配付する「千葉県

立房総のむら指定管理者募集要項」（以下「募集要項」という。）と一体のものです。指定管理者が行

う管理業務の内容や基準等については、募集要項と本仕様書により確認してください。 

なお、指定管理者に指定された場合には、教育委員会と「協定書」を交わしていただき、その書面に

おいて業務内容や基準等をより詳細に規約させていただくことになります。 

 

１ 基本的な遵守事項 

指定管理者は、指定期間における房総のむらの管理にあたっては、千葉県立房総のむらの管理等に関

する条例(以下「管理条例」という。)及び千葉県立房総のむら管理規則(以下「管理規則」という。)の

ほか、法令、条例、条例に基づく規則又は教育委員会規則その他教育委員会の定めるところに従うこと。 

 

２ 業務の範囲・内容 

（１）博物館事業に関する業務について 

① 資料等の収集・保存及び活用に関する業務 

ア 資料の収集に関する業務 

(ｱ) 博物館の設置目的に沿った資料収集方針を定め、収集手続を明確にして収集にあたることとし、

寄附等を受ける場合は、事前に県と協議を行うこと。 

(ｲ) 資料収集方針の策定にあたっては、考古・歴史・民俗系博物館としての公共性を考慮すること。 

(ｳ) 寄託又は寄附資料を含む収集資料を適切に管理すること。 

イ 資料の保存と修理に関する業務 

資料の保存と修理に関する方針を定め、手順を明確にして保存処理や修復を行うこと。 

ウ 資料の管理に関する業務 

(ｱ) 資料の保存環境に配慮し、安全かつ良好な状態で保管すること。 

(ｲ) 収蔵資料を把握し、資料の保管状況を定期的に確認すること。 

(ｳ) 千葉県立博物館情報システムにおける資料の公開・更新に関すること。 

エ 資料の活用に関する業務 

(ｱ) 資料の貸出し及び閲覧に関する方針を定め、手順を明確にして県民や研究者が資料を活用しやす

い体制を整えること。 

(ｲ) 資料の貸出し、閲覧及び写真撮影等の許可を行い、その状況を把握しておくこと。ただし、重要

な資料の貸出しについては、教育委員会と協議して行うこと。 

② 調査研究事業に関する業務 

ア 次に掲げる調査研究について、年次計画を策定するとともに、十分な調査研究体制を整えて継続的

に実施すること。 

(ｱ) 博物館資料に関する調査研究 
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(ｲ) 指定文化財建造物及び収蔵資料の保存修理に関する調査研究 

(ｳ) 教育普及事業に関する調査研究 

(ｴ) 展示事業に関する調査研究 

(ｵ) 生涯学習支援に関する調査研究 

(ｶ) 国指定史跡「龍角寺古墳群・岩屋古墳」に関する調査研究 

(ｷ) 近世武家・商家・町並みに関する調査研究 

(ｸ) 近世農村・里山景観の維持に関する調査研究 

イ アの調査研究の成果を報告書又はデジタルミュージアム等としてとりまとめ、展示及び教育普及の

場において活用すること。 

③ 展示事業に関する業務 

ア 常設展示について 

(ｱ) 展示の維持管理、展示手法の改善及び簡易更新を行うこと。 

(ｲ) 常に利用者の視点に立った展示構成や展示手法を検討し、実施すること。 

イ 企画展示等について 

(ｱ) 企画展示の立案を行い、企画展覧会を開催すること。テーマの策定にあたっては、過去の実績を

踏まえ行うこと。 

(ｲ) 企画にあたっては目標を設定し、事後の検証を通じて企画展示の改善を図ること。 

(ｳ) 図録、報告書等を作成するとともに、企画展示開催中は利用者への解説に努めること。 

(ｴ) 他館等との合同による企画展示、小展示（屋外展示、トピックス展等）、出張展示等についても

展示業務の範囲であること。 

(ｵ) 博物館施設を有効に活用した展示を行うこと。 

(ｶ) 国指定重要文化財「旧学習院初等科正堂」をはじめとする移築文化財建造物や国指定史跡「龍角

寺古墳群・岩屋古墳」に関する調査・研究成果を展示すること。 

(ｷ) 所蔵する考古学資料を有効に活用し、県立博物館で唯一の考古学系博物館施設として、特色ある

常設展示、企画展示を行うこと。 

④ 教育普及事業に関する業務 

ア 房総のむらが子供から大人までが楽しみながら学べる場として、また地域づくりの拠点として、一

層の活性化を図るため、学校団体を含む入館者数や体験者数の増加に努めること。 

イ 房総のむらの設置目的に沿って、実演、体験、観察会・見学会、講座等の事業を実施すること。事

業の実施に当たっては、別添資料（「千葉県立房総のむら年報31－平成28年度－」）又は、房総の

むらホームページや「千葉県立房総のむら 平成 30年度 体験のしおり」（房総のむらにて 100円で

販売）に記載の内容及び回数と同等以上とし、新規事業の開発を積極的に行うこと。 

  なお、体験について、材料費を徴収し行う伝統技術に基づいた製作体験等は、当事業に含む。 

ウ 常に利用者の満足度向上の視点に立った事業の構成やワークシート利用等の手法を検討し実施する

こと 

エ 調査研究成果に基づいた事業を実施すること。 

オ 利用者の満足度やニーズについて調査を行い、事業の改善に反映させること。 

カ 伝統技術に基づいた事業については、事業の実施にあたって後継者の育成に配慮すること。 

キ 国指定重要文化財「旧学習院初等科正堂」をはじめとする移築文化財建造物や国指定史跡「龍角寺
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古墳群・岩屋古墳」を活用した事業を実施すること。 

ク 里山景観や環境を活用した事業を実施すること。 

ケ 事業の実施に当たっては参加者の安全に留意すること。 

⑤ 情報提供及び広報に関する業務 

ア 新聞・雑誌・テレビ・ラジオ・インターネット等さまざまなメディアへの情報発信及び広報活動を

積極的に行うこと。その際は、多言語表記することに努めること。 

イ フィルム・コミッションに登録するなどして、施設の認知度を高めること。 

ウ 電子メール、電話、訪問等による県民や外部団体からの問い合わせ、照会等に応えて情報提供サー

ビスを行うこと。 

エ 館内設置の無料公衆無線ＬＡＮを周知するとともに、ＳＮＳ等の活用を促すサービス等を推進する

こと。 

オ 博物館の年次計画、目標、評価結果等を積極的に公表すること。 

カ 年報、パンフレット等の印刷物を作成し、配付すること。 

⑥ 県民との協働事業に関する業務 

博物館友の会およびNPO等の外部団体と協働した事業を立案し、実施すること。また、ボランティア

組織を編成し、活動拠点を整備し、活動成果公開の場を確保するなど、県民との協働に努めること。 

なお、ボランティア組織の編成にあたっては、ボランティア保険等に加入しボランティア活動の安全

確保に努めること。 

⑦ 学校等との連携事業に関する業務 

学校や各種団体と連携した展覧会等の事業を行うこと。 

⑧ 地域づくりへの支援事業 

ア 民俗芸能や伝統技術の実演等により、地域おこし活動を支援すること。 

イ 市町村立博物館や他の社会教育機関、及び栄町総合交流施設等との連携事業を推進し地域に貢献す

ること。 

⑨ 人材育成に関する業務 

博物館実習生の受入れ、職場体験学習等への協力、研修会への講師派遣等に積極的に対応し、人材育

成に貢献すること。また、博物館内部の職員研修についても随時行うこと。 

⑩ 学習支援に関する業務 

ア 小中学校等の校外学習での利用を促進し、効果的なワークシート及び体験演目によって学習の支援

を行うこと。 

イ 日常行われる各種事業が広く県民の生涯学習に資するものとなるよう、教育的配慮に基づいた内容

や手法の採用に配慮すること。 

⑪ 2020年の東京オリンピック・パラリンピック開催を踏まえた入館者増への取り組み 

 成田国際空港の近傍に位置する地の利を生かし、2020 年開催予定の東京オリンピック・パラリンピ

ックに係る訪日外国人を含めた入館者増へ向けた施設の魅力発信、体験等プログラムの開発等を進め、

外国語対応を推進すること。（想定される取り組み例：体験事業のウェブ予約サービスの個人への拡大、外国人

向け体験プランの新規開発、接客や館内掲示の工夫による施設内の歴史的情緒を感じさせる雰囲気づくりの推進な

ど）※多言語対応については、「観光立国実現に向けた多言語対応の改善・強化のためのガイドライン」(平成 26

年 3月国土交通省 観光庁)を踏まえること。 
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⑫ その他 

ア 県の設置した公の施設として、県及び教育委員会が推進する各種施策に積極的に協力し、会議等へ

参加すること。 

イ 指定管理者は、房総のむらの運営等の充実を図るため日本博物館協会・千葉県博物館協会等に加盟

すること。また、博物館運営に寄与するその他団体組織についても必要に応じ加盟すること。 

ウ 指定管理者は、定期的に施設の利用者から意見や満足度を聴取する県の定めるアンケート等を実施

し、業務に反映させること。また、教育委員会の求めに応じ、その結果について報告すること。 

（２）施設等の管理・運営に関する業務について 

① 施設及び設備の保守・管理に関する業務 

ア 法定点検その他必要な点検を実施して施設及び設備の保守、保全に努めるとともに、これらを適切

に管理すること。 

イ 必要に応じて、施設及び設備の修繕又は改修を行うこと。 

ウ 施設及び設備の改築、改良、増築又は増設を行おうとするときは、教育委員会と協議すること。 

エ 敷地内の国指定史跡「龍角寺古墳群・岩屋古墳」ほかの国・県指定文化財の保守・保全に努めると

ともに、これらを適切に管理すること。 

オ 復元された近世町並み景観の保全に努めるとともに、これらを適切に管理すること。 

カ 敷地内のアカマツ林を含む里山景観の保全に努めるとともに、これを適切に管理すること。 

② 利用許可及び利用料金の徴収に関する業務 

ア 管理規則第５条及び第７条に基づき、利用許可及び利用の禁止を行うこと。ただし、施設の目的外

使用については、教育委員会が許可すること。 

イ 利用料の金額は、管理条例第６条の規定に基づき指定管理者が設定し、教育委員会の承認を得て決

定する。ただし、入場券は指定管理者が作成すること。 

ウ 次表に掲げる日又は利用者にあっては、常設展示入場料、企画展覧会入場料、特別展覧会入場料を

徴収しないこと。 

日 県民の日を定める条例に規定する県民の日及び文化の日 

利用者 

 

 

 

 

 

学齢に達しない者及び小学校、中学校に在学する者 

六十五歳以上の者又は障害者（身体障害者、知的障害者又は精神障害者をいい、これ

らの者を介護する者を含む）が利用する場合 

博物館事業に協力するために利用する者（ボランティア等） 

学校教育等の一環として利用する教員等の下見又は観光利用のための旅行業者等の

下見で使用する者 

エ 利用者が次に掲げる要件に該当するときは、あらかじめ利用料金減免申請書の提出を求め、常設展

示入場料、企画展覧会入場料、特別展覧会入場料を徴収しないこと。 

(ｱ) 学校教育法に定める学校及び児童福祉法に定める保育園等の施設（いずれも県内のものに限る）

が教育の一環として利用する場合の教員等引率者及び生徒、学生等 

(ｲ) 行政上の視察等で利用する場合の国、地方公共団体及び公的団体の職員 

(ｳ) 県の施策を推進するために教育委員会が必要と認めた者及び指定管理者が必要と認めて教育委

員会の承諾を得た者 
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③ 危機管理に関する業務 

ア 災害、事故等の緊急時に対応するマニュアルを整備し、定期的に訓練を実施すること。 

イ 施設の巡回、危険箇所の点検・整備を行うとともに、マップ作成及びサイン表示等を行い、利用者

の安全確保及び事故の未然防止に万全を期すこと。 

ウ 利用者・体験者を被保険者とする傷害保険に加入すること。 

エ 消防、病院、警察、保健所等との連携を確保すること。 

④ 建造物・考古資料等の国指定・県指定文化財の管理に関する業務 

ア 建造物においては、定期的な燻蒸を行うなど適切な維持・管理を実施すること。また、植栽等の管

理を行い周辺の環境を維持すること。 

イ 考古資料については、資料の劣化、き損のないよう適切に保管・管理すること。 

ウ 万一、文化財にき損等が発見された場合は、ただちに県教育委員会に報告し、協議すること。 

⑤ 敷地内の国指定史跡「龍角寺古墳群・岩屋古墳」の管理に関する業務 

ア 古墳及び周辺に自生する草木等を適切に管理し、環境の維持に努めること。 

イ 万一、墳丘及び埋葬施設等にき損等が発見された場合には、ただちに県教育委員会に報告し、協議

すること。 

⑥ その他 

ア 施設等の維持管理業務について、各業務の実施体制、実施工程、点検整備、法令に基づく測定・検

査、調査等の内容を記載した実施計画書を、指定管理期間の毎年度当初又は委託業務開始当初に作成す

ること｡ 

イ 教育委員会が施設の管理運営について実地調査及び協議を求めた場合には、これに応ずること。 

ウ 博物館法第9条に基づき、博物館の運営・事業等の改善を目指す自己評価を行うこと。 

（３）その他 

① 業務上作成した文書等の著作権について 

指定管理者に所属する職員が業務上行う調査研究によって作成した文書、図画、映像等の著作権は、

原則として教育委員会に帰属するものであること。 

② 防火管理について 

消防法令の規定により、防火管理者の配置及び所要の手続等を行うこと。 

 

３ 自主事業について 

（１）自主事業について 

自主事業とは、指定管理者自らの企画提案により、使用料・利用料金以外の費用を利用者等から徴し

て実施する事業とする。 

指定管理者の提案に基づく事業であっても、使用料利用料金以外の費用を利用者等から徴さない事

業や仕様書等で実施することを規定している事業は、自主事業には区分しないこととする。 

（２）想定される自主事業 

参考として、自主事業として想定される事業の例として、以下のものをあげる。 

① 体験以外の飲食物の提供業務 

商家（めし屋、そば屋、お茶の店）、茶店等で行う飲食物の提供。 

② イベント等に関する業務 
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伝統的技術等の体験事業以外に、施設の特性を活かしたユニークベニュー ＊ や、創造的又は試行的

な利用者増に向けたイベント等の事業を行うことができる。（想定される取り組み例：学会・商談会等で成

田空港に宿泊する団体の会議・コンサート・飯食等の誘致、ドラムの里（コスプレの館）と連携したイベントの実

施など） 

＊ ユニークベニュー：歴史的建造物や文化施設等の公的空間で、会議・レセプション等を行い、特別

感や地域特性を演出できる会場のこと。 

③ ミュージアムショップ等に関する業務 

オリジナル商品の開発をすすめるなど、ミュージアムショップの魅力を高め、利用者サービスの向上

に努めること。 

（３）その他 

上記（２）以外の業務に伴う施設の目的外使用については、あらかじめ教育委員会の許可を受けて行

うこと。 

 

４ 事業計画書等の作成、提出及び定期報告 

（１）事業計画書について 

① 指定管理者となるものは、応募時に提出した事業計画書、収支計画書及び管理体制計画書に基づい

て以下の計画書を作成し、平成３１年３月末日までに教育委員会に提出すること。 

ア 平成３１年度事業実施計画書 

イ    〃   収支実施計画書 

ウ    〃   管理体制実施計画書 

エ    〃   利用料金額申請書 

② 指定管理者は、平成３１年度以降においては、当該年度２月末日までに次年度の事業計画書を教育

委員会に提出すること。また、次年度の詳細計画及び利用料金額については、①ア～エの書類の例によ

り計画書又は申請書を作成し、当該年度２月末日までに教育委員会に提出すること。 

（２）事業報告書等について 

① 指定管理者は、以下の内容を記載した事業報告書を作成し、翌年度の５月末日までに教育委員会に

提出し、その承認を受けること。 

ア 業務の実施状況 

イ 業務に係る費用の状況 

ウ その他教育委員会が必要と認める事項 

② 指定管理者は、教育委員会に対し、各月の利用者数及び利用料金収入額を翌月７日までに報告する

とともに、四半期ごとに収支計画書を提出すること。 

 

 


